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改正医療法（地域医療連携推進法人等）の周知状況について

○ ブロック別説明会
（医療法人関係者、自治体担当者等を対象）

開催数：12回 延べ人数：約900人

○ 県別説明会（委託事業）
（医療法人関係者等を対象）

開催数：16回 延べ人数：約900人

○ 医療団体等主催説明会等
開催数：37回 延べ人数：約2100人

○ 28年４月
全国会議（各都道府県医療法人担当者を対象）

○ 28年５～８月 各地で説明会を予定

実施数：計65回
延べ人数：約4000人

これまでに実施した説明会等

今後の予定

１



参加予定：大学病院、市立病院、独立行政法人立病院等
内容：総合病院同士のグループ化によって、機能分担、業務連携を検討。
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参加予定：中規模の医療法人等
内容：地域の中堅病院の間で、診療科目の分担、職員の相互交流等の連携を検討。

参加予定：医療法人、社会福祉法人等
内容：総合病院、診療所、介護施設等の中心に、総合的なコールセンターを設置し、連携促進を検討。

参加予定：がん治療を専門とする医療法人
内容：薬剤の共同購入や高額医療機器を使った治療の連携等を検討。

参加予定：自治体病院と医療法人
内容：自治体病院の改築にあわせ、地域の病院再編のため、制度の利用を検討。

参加予定：中規模の医療法人等
内容：入院中の患者等への給食サービスの共同化を中心として連携を検討。

参加予定：中規模の医療法人等
内容：患者の電子カルテの統一を中心として連携を検討。

地域医療連携推進法人制度の活用による医療機関等の連携が検討されている事例



○ 今後、円滑な制度開始に向け、必要な政省令を整備していく。

○ スケジュール

・ 平成２７年４月３日 ・・・改正医療法案 閣議決定

・ 平成２７年夏 ・・・国会審議

・ 平成２７年９月２８日 ・・・改正医療法 公布

・ 平成２８年３月に関係政省令公布、９月施行
※公布の日から１年を超えない範囲内において施行：２８年９月２７日まで

・・・改正医療法 第１段階施行（医療法人制度の見直し関係）

・ 平成２８年１０月～１２月に関係政省令公布、２９年４月施行

※公布の日から２年を超えない範囲内において施行：２９年９月２７日まで

・・・改正医療法 第２段階施行
（地域医療連携推進法人制度の創設等関係）

※外部監査等については、２８年４月に関係省令公布、２９年４月以降に始まる会計年度において適用

施行に向けた政省令の準備
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医療法の一部を改正する法律の概要

１．地域医療連携推進法人制度の創設

（１） 都道府県知事の認定
○ 地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供するため、病院等に係る業務の連携を推進するための方針を定め、

医療連携推進業務を行う一般社団法人は、都道府県知事の認定を受けることができる。

※医療連携推進方針の記載事項については、一部省令事項

＜参加法人（社員）＞ ※地域医療連携推進法人の社員となれる者の範囲については、省令事項。

・ 病院等の医療機関を開設する医療法人等の非営利法人。
＊ 介護事業等の地域包括ケアシステムの構築に資する事業を行う非営利法人を加えることができる。

＜主な認定基準＞
・ 地域医療構想区域を考慮して病院等の業務の連携を推進する区域を定めていること。
・ 地域の関係者等を構成員とする評議会が、意見を述べることができるものと定めていること。
・ 参加法人の予算、事業計画等の重要事項について、地域医療連携推進法人の意見を少なくとも求めるものと定めて
いること。
＊ 都道府県知事の認定は、地域医療構想との整合性に配慮するとともに、都道府県医療審議会の意見を聴いて行う。

（２） 実施する業務
○ 病院等相互間の機能の分担及び業務の連携の推進（介護事業等も含めた連携を加えることができる。）。

○ 医療従事者の研修、医薬品等の供給、資金貸付等の医療連携推進業務。
○ 一定の要件により介護サービス等を行う事業者に対する出資を可能とする。

※医療連携推進業務を行う事業者に対する出資要件については、省令事項

（３） その他
○ 代表理事は都道府県知事の認可を要することとするとともに、剰余金の配当禁止、都道府県知事による監督等の規定に
ついて医療法人に対する規制を準用。

○ 都道府県知事は、病院等の機能の分担・業務の連携に必要と認めるときは、地域医療構想の推進に必要である病院間

の病床の融通を許可することができる。

医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するため、地域医療連携推進法人の認定制度を創設するとともに、医療
法人について、貸借対照表等に係る公認会計士等による監査、公告等に係る規定及び分割に係る規定を整備する等の措置を
講ずること。

趣旨

参 考
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○ 統一的な医療連携推進方針（病院等の連携推進の方針）の決定
○ 医療連携推進業務等の実施

診療科（病床）再編（病床特例の適用）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購入、資金貸
付（基金造成含む）、関連事業者への出資等
医師の配置換え、救急患者受入ルールの策定、訪問看護等による在宅生活支援等

○ 参加法人の統括（予算・事業計画等へ意見を述べる）

※ 社員は各一個の議決権。ただし、不当に差別的な取扱いをしないこと等を条件に、定款で別段の

定めをすることが可能。

地域医療連携推進法人

医療法人Ａ 医療法人Ｂ その他の
非営利法人Ｄ

地域医療連携推進法人制度について（概要）
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医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進し、地域医療構想を達成するための一つの選択肢として、地域医療連携
推進法人の認定制度を創設する。これにより競争よりも協調を進め、地域において質が高く効率的な医療提供体制を確保。

※一般社団法人のうち医療法上の非営利性の確保等の基準を満たすものを認定

・グループ病院の特長を活かして、地域医療・地域包括ケアを推進
・グループ病院の一体的経営により、経営効率を向上

社員総会 地域医療連携推進評議会
意見具申

（社員総会はその意見を尊重）

参 考
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